
公募株式投資信託の収益の分配の支払事務（※1）について 
※1  委託会社と販売会社の間の具体的な事務処理は、募集販売契約や事務取扱要領を根拠に行われる。 

顧客 

受託銀行 

販売会社 
（証券会社、委託会社） 

委託会社 

税務署 

受益証券 

② ①で持ち込まれた受益証
券が事故証券等に該当しな
いか確認（ファンド名称、取扱
販売会社、記番号、口数を連
絡）（注） 

⑤ 収益の分配に係
る配当等に対する源
泉徴収税額を納付 

受益証券が受託
銀行に持ち込まれ
た場合は、顧客へ
「販売会社へ持ち
込むよう」案内 

④ 源泉徴収後の収益の分配
の支払（※2） 

① 受益証券の持込み 受益証券 

※2 分配金の支払開始後１年を経
過した場合、販売会社において支
払うことのできなかった分配金は委
託会社に返還されるため、販売会
社が立て替えて顧客への支払を行
う。 

⑦ ④で立替払いを
行った金額の支払 

⑥ ④の支払について立替払
いを行っている場合、その金
額に係る支払請求 

（利札の提出及び情報の提供
（銘柄、口数、決算期、支払
日、税区分）） 

③ ①で持ち込まれた
受益証券の事故照会等
について問題ない旨の
連絡 

（注） 基本的には、各委託会社より、発生の都度提供を受ける事故証券のファンド情報（記番号等）等に基づいて各販売会社にて事故チェックをするなど、 

   必要な対応を行う。ただし、分配金や償還金の時効を迎えた受益証券等の持込みがあった場合など必要に応じて委託会社へ支払の可否等の事故確認を行う。 
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